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中東政治経済レポート 
中東レビュー Vol.2 
 
 
 
 
総論（2）: 中東地域との経済関係の深化に向けて 
Toward Deeper Economic Ties with the Middle East 
 
 
 
はじめに 
中東地域においては、依然として、複数の地域において戦乱も含めた深刻な混乱が続いており、
依然、地政学上のリスクが極めて高い地域も存在する。しかし、エネルギー資源に恵まれた国々の蓄
積している膨大な資金力・購買力や、域内全体の人口の多さなどを考えると、中東地域が世界経済の
成長と安定にとって特に重要な地域であることに疑いはない。本稿においては、中東地域が、一定の
リスクの存在にもかかわらず、我が国企業にとって大きなビジネスチャンスのある地域でもあると捉える
視点を提供したい。 
 
これまでの中東地域 
第二次世界大戦の余燼くすぶる中から始まり累次にわたることとなった中東戦争を皮切りとして、近
年に至っても、湾岸戦争、イラク戦争などの戦禍が断続的に発生し続けてきた中にあって、中東の全
域が大混乱に巻き込まれることがかろうじて回避され、部分的には安定を維持できたことにはいくつか
の要因があると考えられる。もっとも重要なものからあげれば、欧米、特に米国の強力なコミットメントの
存在である。1960 年代末に英国がスエズ運河以東から事実上撤退した後、中東、特に湾岸諸国の
安全保障は圧倒的に米国に依存してきた。また、安全保障面だけでなく、経済、文化といったあらゆ
る面で、域内の多くの国において欧米、特に米国との協力が維持、推進されてきた。 
第二に、石油・ガス資源の輸出から生ずる潤沢な資金力である。いわゆるオイルマネーは、資源国
においてはもちろんであるが、域内の非資源国にも、一次産品の輸出や、労働者の輸出、援助など
の形での所得移転を通じて、一定の資金還流をもたらしてきた。 
第三に、比較的、人口の少ない地域であったことである。以上に加えて、多くの国において、強権
的な指導者・指導層のもと、厳しい情報・言論統制が行われ、安定的な政権を保ってきたこともあげら
れよう。 
 
近年の変化 
しかしながら、近年、中東地域の繁栄・安定の前提となってきたこれらの環境が変化している。 
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第一に、米国の対外コミットメントの変化である。一例として、昨年 5 月、オバマ大統領は、ウエスト・
ポイント陸軍士官学校の卒業式で、米国兵士の海外派兵が困難となってきている認識を表明したとも
解釈しうる演説を行った。その解釈が正しいとすれば、背景として、イラク・アフガニスタンにおける米
軍兵士の犠牲が国内に厭戦気分を拡げ、海外派兵が国内政治上も大きなリスクとして認識されるよう
になったことが大きいであろう（その原因をここで論ずるゆとりはないが、米国民の構成や価値観の多
様化等複数の原因を指摘できよう）。 
冷戦終結後、中東を含めた世界の大部分の地域で米国が地域安全保障の要となってきた以上、
海外派兵の見直しに限らず、米国の対外コミットメントの変化は、それぞれの地域での安全保障の枠
組みに直接間接の影響を与える。もちろん、米国は対外コミットメントの変更を公式に宣明したわけで
はない。しかし、国としての存立の前提ともいえるほどの圧倒的なレベルで米国に安全保障を依存し
てきた国々においては、実際には微妙な変化にすら至らないような事象であっても、その「兆し」が看
取されるだけで、深刻な「変化」として受け止められる場合もあるようだ。 
第二に、化石燃料資源の多様化である。シェール・ガスやタイト・オイルのマーケットへの登場、ロシ
アのガス市場における積極的攻勢などにより、圧倒的な競争力を持っていた中東地域の原油・ガスの
地位が揺らぎを見せており、これまでのような莫大な収入が必ずしも安定的には担保されない気配が
生じている。 
第三に、人口の急増である。元来人口が希薄だった湾岸諸国も含めて、中東地域の人口は急速に
増加しており、ほとんどの国において、過去 30 年で倍増あるいはそれ以上の人口増を見ている。エ
ジプト、トルコ、イランなどの大国は、遠くない将来に 1億人に迫る勢いである。 特に、もともと人口の
少なかったサウジなどは過去 30年で実に 3倍となり、3千万人を目前としている。人口増による一人
当たりの原油収入の分配の低下を、近年は油価の高騰で補ってきたが、油価の低迷が続けば、これ
までのように贅沢な福祉はいよいよ不可能になってくる。また、産油国、非産油国を問わず、人口が急
速に増えた結果、若年層の失業率が高くなっており、国民の不満・不安が生じやすい状況を生んで
いる。 
第四に、ソーシャルメディアの普及である。多くの国で行われてきた強権的なメディア・コントロール
も、携帯電話やSNSなどの個人発信型メディアが普及したため、かなりの程度「尻抜け」になっており、
国民の不満・不安が拡散、顕在化しやすくなっている。 
すなわち、米国のコミットメント、圧倒的な資源量、希薄な人口、強力なメディア・コントロールなどに
代表される、長年中東を安定させてきた諸条件が変化しつつあるなかで、これまで曲がりなりにも安定
的に運営されてきた体制が動揺するケースがしばしば見られるようになってきた。 
もちろん、こういった変化に対し、域内諸国もただ手をこまねいているばかりではない。たとえば、域
内で利害の一致する諸国が、域内で協力して新秩序を模索しようという動きもある。しかしながら、地
理的、政治的、経済構造的な近接性などによって、本来かなりの程度利害を一致させることができる
はずのGCC諸国ですら、一枚岩というわけにはなかなかいかないというのが実情である。 
また、米国のコミットメントの低下を補うものとして、新興国との協調を模索する可能性も考えられよう。
特に中東に地理的にも近い中国、ロシア、インドは、エネルギー資源やインド洋へのアクセスを求め
て、湾岸諸国への接近を自ら積極的に図って行くであろう。しかし、これらの国に関して言えば、いず
れも、国内のイスラーム教徒との関係を深刻な内政上の課題としている。したがって、中東諸国、特に
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宗教勢力の政治力が強い湾岸諸国とこれらの国が、どこまで互いに「接近」できるのかについては、
自ずと限度があると考えるのが自然であろう。 
 
図１．中東・北アフリカ地域におけるインフラ需要 
 
（作成）経済産業省 通商政策局 中東アフリカ課 
 
日本への期待 
以上のような文脈に沿えば、中東諸国が、「欧米でも新興国でもない」日本への関心を急速に上昇
させていることは、自然に理解しうることなのかもしれない。実際、2014 年は、1 月のトルコのエルドア
ン首相（現大統領）の来日を皮切りに、2 月のサウジのサルマン皇太子（現国王）および UAE のムハ
ンマド皇太子、4 月のカタールのモーザ妃（国王の母君）、11 月のヨルダンのアブドッラー国王と、中
東諸国の元首・準元首級の訪日ラッシュの年となった。また、イスラエルは、同年 5 月のネタニヤフ首
相の来日以降日本のビジネス界との関係強化を急速に推進しており、本年（2015 年）1 月の安倍総
理のイスラエル訪問時には、「対日経済関係強化 3 か年計画」を発表した。これも、イスラエルらしい
独自の形で「欧米でも新興国でもない」の日本への期待を表明したものと言えるであろう。 
このような日本に対する見方の変化、あるいは期待の高まりは、日本と中東の関係の軸となってき
た、湾岸産油国との関係においてもっとも顕著である。 
これまでは、端的に言えば、「石油を安定供給していただく」というのが湾岸産油国との関係の大部
分であった。そして、先方が安定「供給」の見返りとして求めるものも、多くの場合、産業協力のみで
あった。もちろん、若年層の雇用問題が潜在的には最大の政治的リスクの一つである中東諸国にお
いては、産業投資促進は単なる経済成長の手段以上の政治的なアジェンダであることに留意しなけれ
ばならないが、いずれにしても、「石油の安定供給」と「産業協力」の交換というシンプルな構図であっ
た。 
しかし、近年、湾岸産油国が日本に求めるものも多様化し始めている。産業協力の重要性は変わら
ないが、加えて、日本のモノやサービスの導入に目が向いてきているのである。 
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たとえば、日本の高度な医療技術や医療機器には常に注目が集まっており、病院の輸出や日本へ
の医療ツーリズムの需要も高まりを見せている。また、読み書き計算の力を重視する初等教育や、自
律や礼節を重んじる武道などにも関心が集まっている。また、従来から我が国企業に対する需要が大
きい橋梁や火力・原子力発電所などの高度なインフラへの需要もさらに高まっている。特に、運行の
正確さや効率性で世界一とも言ってよい我が国の都市交通システムの導入は、人口増によるエネル
ギー需要の肥大化や慢性的な交通渋滞に悩まされる湾岸産油国から強い関心を持たれている。 
 
おわりに 
最後に、誤解のないように強調したいことは、前述したさまざまな環境変化を踏まえてもなお、中東
地域は依然として我が国の主要なエネルギー供給元であり、その意味での戦略的重要性はいささか
も減じていないことである。したがって、産業協力などの伝統的な協力も含めて、我が国としては、中
東地域の安定と発展のために、あらゆる協力を惜しむべきではない。  
むしろ、本稿の主眼は、かかる環境変化が、我が国の企業のビジネスのすそ野を決定的に拡げる
可能性をもたらしていることを、駆け足ながら示すことにあった。「石油を売っていただく」だけの関係
から、「日本のモノやサービスも買っていただく」関係に発展させていくことができる素地は整いつつあ
るのである。 
政府の「日本再興戦略」においても、システム・インフラやクール・ジャパンの輸出など、我が国企業
の国際展開の支援は最重要項目の一つとして位置づけられている。このため、総理や経済閣僚等に
よる各国への訪問には可能な限りビジネスミッションの方々にもご同行いただいているほか、各国要
人の来日の機会なども活用して、いわゆるトップセールスを実施し、官民一体となって中東市場への
進出を強力に推進しているところである。 
日本企業の進出は、単に日本だけの利益にとどまらない。地域の経済成長や雇用の増大、その結
果としてのより適正な所得再分配、さらには日本企業が得意とする産業人材育成などを通じて、テロ
や戦争の恐怖からより自由な、より安定した中東地域の実現にも貢献しうるものと確信するものである。 
 
（経済産業省 通商政策局 中東アフリカ課長 岡田 江平） 
 
※本稿は筆者の個人的見解であり所属組織の見解ではありません。 
 
